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バングラデシュ国MIDI総合開発計画策定プロジェクト

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

23a00429000000

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

【背景・目的】 

バングラデシュ国は長期開発計画において2031年までの高中所得国化、2041年までの高所得国
化を国家目標とし、年率8％以上の経済成長を遂げることを目標としている。この目標を達成
するため、ベンガル湾産業成長地帯（The Bay of Bengal Industrial Growth Belt: BIG-B）構想の
中でモヘシュカリ・マタバリ地域の総合的、統合的な開発を優先事業と位置付け、インフラ
（港湾、道路、鉄道、エネルギー）、経済特区等の整備を進めるべくモヘシュカリ・マタバリ
統合的インフラ開発イニシアティブ(以下、MIDI)を進めることとしている。本事業は、同国の
目標に資するMIDIマスタープランの計画策定を支援し、かつその実施体制の強化を目的とし、
電力・エネルギーハブや物流ロジスティックスハブとしての特性を生かした産業誘致・開発計
画及び土地利用計画を含む産業・経済・社会インフラ開発計画等から成るマスタープランの策
定支援、並びに左記計画に係る実施体制構築の支援を想定している。また、既存の経済・社会
インフラ開発計画である、火力発電、深海港、アクセス道路などと整合性を確保して策定され
ることを前提としている。そして、実施体制構築の支援については、現時点でMIDIマスタープ
ランと関係する各省庁の開発を推進する行政官や本プロジェクトの実施機関（MIDI事務局等）
として総合調整・事業承認を図る行政官の能力強化（本邦研修等を含む）とその手順の作成支
援等を想定している。 

 

【活動内容】(現時点での計画） 

1. MIDIマスタープランの策定及び更新 

2. MIDIマスタープランの実施能力強化 

3. MIDI地域における投資促進 

4. MIDIマスタープラン実施のための体制構築および手順の整備

【業務担当分野一覧】1業務主任者／産業・地域総合開発（評価
対象予定）、2経済特区・産業開発計画（評価対象予定（対象国
経験・語学評価なし））、3法制度・組織能力強化／人材育成、
4電力・エネルギー開発計画、5貿易・港湾開発計画、6都市計
画・都市開発計画（評価対象予定）、7物流・運輸交通開発計
画、8ICT・通信開発計画、9廃棄物・上下水、10環境社会配慮・
戦略的環境アセスメント（SEA）／環境保全、11災害リスク分
析・マネジメント／気候変動対策、12投資促進・制度、13経
済・財務・リスク分析、14道路・橋梁開発計画、15GIS／データ
マネジメント、16広報 

【人月合計】約90人月 

【関連報告書公開情報】「モヘシュカリ・マタバリ統合的イン
フラ開発イニシアティブ運営実施体制に係る情報収集・確認調
査」Final Report 

【その他留意事項】 

・RD:2023年9月17日締結済 

・安全管理：JICA国別安全対策措置の規定に基づき、バングラ
デシュではJICAが指定する宿泊施設以外への宿泊を認めない。
また現地作業期間中は安全管理に十分留意しJICAの安全基準に
従うこと。 

なお、プレ公示の内容は変更の可能性があります。

履行期間（予定） 2024年2月1日 2028年1月31日 企画競争

経済開発部民間セクター開発グルー
プ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】開発計画調査型技術協力
（技術協力プロジェクト）

公示日（予定） 2023年11月1日
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公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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23a00655000000 バングラデシュ国ICT産業振興及びイノベーション推進に資する人材育成プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月1日
ガバナンス・平和構築部ＳＴＩ・Ｄ
Ｘ室

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2023年12月27日 2026年4月30日 企画競争

【背景】 

バングラデシュは近年、著しい経済成長を遂げているものの、縫製業が輸出の約8割を占める
など、持続的な成長を実現するためには、産業の多角化が不可欠である。バングラデシュ政府
の「第8次五ヶ年計画」（2020 年～2025年度）においては、ICTセクターを産業多角化の重点
分野と位置付けているものの、現時点では同産業のGDP寄与率は全体の1％未満1にとどまって
いる。ICT産業の競争力強化に向け、産業界や国際市場のニーズに対応できる高い技術力を
持ったICT技術者の育成を国策として推進することが必要である。 

【目的】 

バングラデシュにおいて、ICT産業界が中堅エンジニア層に求める実践的スキルを特定し、研
修の開発と実施を行うと共に、高等教育機関における関連科目の試行的導入、今後の高等教育
への提言を行うことで、同国のICT産業を担う実践的人材育成の枠組みを形成し、もって同国
のICT産業人材育成に寄与すること。 

【活動内容】 

・バングラデシュにおけるICT産業振興に資するエンジニアスキルの特定 

・ICT産業の業界団体における研修コース及び教材の開発 

・教員研修の実施 

・研修コースの実施

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】 

・業務主任者（評価対象者） 

・研修コース開発（評価対象者） 

 

【人月合計】 

合計：34.75人月（現地18.75、国内16.00） 

※内、6.75人月（現地0.75人月、国内6人月）は外部人材の傭上
を想定しており、定額計上とする。） 

 

【その他、留意事項】 

本事業は、長期専門家2名の派遣が予定されており、長期専門家
と密に連携した事業実施が必要。 

RDは2023年5月に締結済。 

プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

公示日を2023年10月18日→2023年11月1日へ変更しました。
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公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    
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あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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23a00714000000 バングラデシュ国社会保障セクターに係る情報収集・確認調査（QCBSーランプサム型）

公示日（予定） 2023年11月1日 南アジア部南アジア第四課
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年1月22日 2024年7月31日 企画競争

【背景】バングラデシュでは、国の低い税収等を背景に、保健・社会保障分野等への公的支出
が不十分であることから、公的社会保障制度等の整備に遅れが生じ、バングラデシュ国内全人
口の70％以上が社会保障制度へ十分にアクセスできない状態にある等、社会経済開発を阻む要
因の一つとなっている。特に、貧困層、障害者、脆弱な立場にある女性や子ども等の社会的脆
弱層へのセーフティネットとなる公的支援の強化が求められている。 

【目的】本調査は社会保障分野における政策方針や制度改革の最新状況、課題と支援ニーズ、
他ドナー支援状況に係る調査・分析を行い、JICAの中長期支援案を検討することにある。社会
保障分野が扱う領域は幅広いため、社会保障分野下で、日本が支援を実施する意義、開発効果
が十分に期待される項目等を特定するため、本調査前半は、既往調査結果や文献・先方政府や
他ドナーへの聞き取り等から幅広く課題やニーズを確認した上で、本調査後半に対象を絞り込
んだ調査を行うことを想定している。 

【活動内容】①社会保障制度全体（公的医療保険・医療保障制度、社会福祉、高齢化対策、障
害者支援、労働者の権利保護、児童福祉）のレビュー、②公的医療保険・医療保障制度にかか
る調査、③貧困層、生活困窮者向けサービスにかかる調査、④高齢社会対策（公的年金・介護
保険・その他福祉サービス）にかかる調査、⑤障害者向け福祉サービスの拡充・就労促進にか
かる調査、⑥労働者の権利保護にかかる調査、⑦児童福祉支援システムにかかる調査

【人月合計】 

11.50人月 

 

【その他留意事項】 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

・今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施
時期等を変更する可能性があります。 

・若手育成加点を適用予定
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公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）
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23a00585000000 北米・中南米地域2023年度テーマ別評価「日系社会連携事業がもたらす事業効果の可視化」

公示日（予定） 2023年11月1日 評価部事業評価第一課
業務実施契約－【調査業務】調
査・研究

履行期間（予定） 2023年12月27日 2024年12月6日 企画競争

【背景】
JICAでは中南米日系社会を対象として、日系社会連携事業を実施してきた。事業の特性上、一
律の定量指標を設定することは困難ではあるが、「JICAの実施する日系社会連携事業が中南米
日系社会の維持・発展に影響を与える要因のうちの一つである」と捉え、事業の成果を定量的
ならびに定性的に分析し、効果の発現状況を図る効果指標と今後継続してデータを収集・分析
する仕組みを立ち上げることが、今後の日系社会連携事業を検討していく上での参考になると
考えられる。
【目的】
日系社会連携事業により日本と日系社会との連携が推進されたことを整理・確認し、調査結果
を今後の事業の改善・方向性の検討材料とする。
【調査内容】
・日系社会との連携推進にかかる支援全体に関するTheory of Change（ToC）を作成し、短
期・中期・長期アウトカム及び効果発現状況を測る効果指標、指標データを継続的に収集する
仕組みを検討・提案する。なお、過去の支援による効果については、JICAから提供する支援実
績データや統計データを用いて定量的な効果を分析するとともに、質問票・インタビュー調査
をオンライン及び現地にて実施し、定性的効果を把握する。
・対象国：アルゼンチン、ウルグアイ、キューバ、コロンビア、チリ、ドミニカ共和国、パラ
グアイ、ブラジル、ベネズエラ、ペルー、ボリビア、メキシコ（うちパラグアイ、ブラジル、
ボリビアのみ現地調査を実施）
・対象事業：助成金交付事業、日系社会次世代育成研修、日系社会リーダー育成事業、日系社
会研修、海外移住資料館

【業務量の目途】 

5.16人月
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★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00285000000 エクアドル国ガラパゴス諸島化石燃料ゼロに向けたロードマップ支援プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月1日
社会基盤部資源・エネルギーグルー
プ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】開発計画調査型技術協力
（技術協力プロジェクト）

履行期間（予定） 2024年1月29日 2027年1月28日 企画競争

①【背景・目的】 　 

ガラパゴス諸島は人口33千人（年間人口増加率は2.47％、エクアドル国における構成比
0.17％）、面積8千平方キロ（同2.82％）であり、1978年に登録された最初の世界遺産（自然
遺産）の1つである。エクアドル国の最重要な観光資源であるのみではなく、世界的に貴重な
生態系を有していることから、エクアドル政府はガラパゴス諸島の環境保全に特別な注力を
図っている。高まる電力需要の大半（85％）を化石燃料に依存しており、再生可能エネルギー
の推進と合わせ、需要の抑制（省エネルギー）の推進が急務となっている。 

またエクアドル政府は2016 年に「エクアドル国家エネルギー効率化計画2016～2035 年」（以
下「PLANEE」）を策定しており、本土においても省エネルギーに向けた施策を進めようとし
ている。 

②【業務概要】  

以下の活動を通じて、ガラパゴス諸島における化石燃料ゼロ化及びエクアドル本土の省エネル
ギー政策の推進に貢献する。  

（ガラパゴス諸島） 

・太陽光、風力、バイオガス、地熱発電のポテンシャルに関し、データの提供を受けつつ調査
実施 

・系統安定化対策、デマンドレスポンス、ハイブリッド発電システムの検討 

・電力デマンドサイドマネジメント、エネルギーマネジメントシステム、ビル・住宅の省エネ
現状分析及びゼロエネルギービル（省エネ・再エネパッケージ）形成に向けた提案、運輸・交
通分野における省エネ対応策の提案及び省エネロードマップの作成 

（本土） 

・省エネ政策等現状の分析、省エネパイロットプロジェクトの実施及び省エネロードマップの
作成

①【担当分野／評価対象者】 

(1)業務主任者／ハイブリッド発電・エネルギー政策（評価対象
予定）、(2)省エネルギー政策（評価対象予定）、(3)地熱開発
（地球物理）、(4)地質、(5)地球化学、(6)貯留槽評価、(7)再エネ
ポテンシャル、(8)系統安定化、(9)ディーゼル発電、（10)省エネ
ルギー管理・診断、(11)ゼロエネルギービル・ヒートポンプ、
(12)運輸省エネルギー、(13)インセンティブ設計・経済性分析、
(14)環境社会配慮 

②【業務人月（想定）】 

約48.00人月（現地：約25.00人月、国内：約23.00人月） 

③【適用される契約約款】 

本件契約には、事業実施・支援業務用の契約約款が適用されま
す。 

④【R／D署名状況】 

2023年8月3日R／D署名済。 

⑤【その他留意事項】 

プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
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～ 選定方法
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務

内

容

留

意

事

項

23a00550000000 イラク国保健セクターに係る情報収集・確認調査（QCBS）（ランプサム型）

公示日（予定） 2023年11月1日 中東・欧州部中東第二課
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年1月29日 2025年3月14日 企画競争

【背景】 
イラクでは、1980年代以降の幾多の紛争、経済制裁、また、ガバナンスの低下などによる医療
施設・機材の老朽化と医療従事者の流出に伴う医療サービスの著しい悪化に伴い、人口1000人
当たりの病床数が1.8（2022年）と国際基準（3.0～3.3）に比して低く、また、乳幼児死亡率が
他の湾岸諸国の2～6倍に上るなど、保健指標が目立って低い状態が続いている。近年になって
治安の安定化とともに人材の帰還が進み、医療人材育成も積極的に進められているものの不十
分であり、医療従事者の確保、病院の新設、既存病院のリハビリ、医療機材の整備等イラクの
保健システム及び保健サービスの改善は喫緊の課題となっている。 
 
【目的】 
現在、円借款事業「保健セクター復興事業」を実施しているが、引き続き当該国における保健
分野の円借款での支援ニーズは高く、本調査では、支援方針の検討に必要となる病院運営、病
院建設、病院管理（医療機材及びIT）等の保健セクター現状・課題及びニーズの情報収集及び
課題分析を行う。 
 
【活動内容】 
①自然条件（地形測量、地質調査等）、社会経済状況等の基本情報のレビュー及び更新 
②保健分野の開発計画と関連政策のレビュー及び更新 
③イラクの保健セクターの現状と課題のレビューと見直し 
④イラク保健セクター復興事業の対象6病院についての既往調査報告書の内容を精査及び更新
する。

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】 
・業務主任者／病院運営 （評価対象） 
・病院建設計画・積算（評価対象（対象国経験・語学評価な
し）） 
・病院管理（評価対象） 
・環境社会配慮 
 
【人月合計】 
約10人月 
 
【その他】 
本件業務については、現地業務のみ「紛争影響国・地域におけ
る報酬単価」を適用する予定です。
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★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00701000000
全世界環境社会配慮能力強化支援及びプロファイル作成（モロッコ、チュニジア、エジプ
ト）に関する情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価落札方式）-ランプサム型）

公示日（予定） 2023年11月8日 審査部環境社会配慮監理課
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年1月11日 2025年1月10日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】
JICAは、2022年1月に「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（以下、「JICAガイドライ
ン」を改正し、適切な環境社会配慮の実施を促すとともに環境社会配慮の支援と確認を行って
いる。2018年10月に世界銀行が新しいセーフガードポリシーを導入するなど、環境社会配慮の
実施・監理の強化は国際潮流となっている。
【目的】
環境社会配慮の監理強化に向けて、主に事業実施段階にある開発事業における環境・社会面の
モニタリングの課題を整理するとともに、課題を踏まえて調査対象国の環境社会配慮制度や状
況を環境社会配慮プロファイルとして整理する。
【調査内容】
１．JICAが支援する事業（有償資金協力・無償資金協力）のうち、環境社会モニタリングの対
象となる事業について、環境社会モニタリングレポートなどの資料をレビューし、モニタリン
グの実施状況を調査する。
２．レビュー内容に基づき、調査対象国で課題となっている環境社会配慮事項について事業対
象国の法制度との関係や他ドナーでの対応方法について情報を収集する。
３．上記１及び２の成果を踏まえ、調査対象国の環境社会配慮にかかる法制度やJICAガイドラ
インとのギャップ、他ドナーでの環境社会配慮状況等について、環境社会配慮プロファイルと
して整理する。
【調査対象国】
エジプト、モロッコ、チュニジア

【人月合計】 

約4.1人月（調整中）
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★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00642000000
ケニア国乾燥及び半乾燥地におけるマルチセクター対応の計画並びに実施の能力向上アドバ
イザー業務

公示日（予定） 2023年11月8日
経済開発部農業・農村開発第二グ
ループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力個別案件

履行期間（予定） 2023年12月27日 2025年12月26日 企画競争

【背景】ケニア北部ではこれまでも多くの緊急援助や開発援助プロジェクトが実施されてきて
いるが、近年気候変動の影響により、不安定な降雨、水資源の枯渇やそれに伴う地域での紛争
等が大きな課題となっており、より包括的で迅速な計画策定及び事業の実施が緊急となってい
る 

【目的】　SDDA (乾燥地と半乾燥地の開発担当) 局でのASAL郡における干ばつ回復力改善プ
ログラムの多部門計画と実施のための能力が改善される 

【活動内容】乾燥・半乾燥地域(Arid and Semi-Arid Lands:ASAL）郡において、農業、水、教
育、保健など分野横断的に干ばつへの適応力を改善するためのGISデータベースを開発・改善
する。分野横断的４つの省庁間の連携を促進する。

【人月合計】7.5人月 

 

【現地派遣期間】第１期2023年2月以降、第２期2024年5月以
降、第３期2025年５月以降 

 

【渡航回数】各分野で各年度１回程度を想定

8



注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00500000000 ホンジュラス国道路計画策定ツール構築アドバイザー業務

公示日（予定） 2023年11月15日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力個別案件

履行期間（予定） 2024年1月8日 2024年12月27日 企画競争

【背景】1999年に作成された道路・橋梁インベントリー「HonduSAP」は、前政権（2014～
2022）下ではほとんど更新されておらず、道路・橋梁インフラの現状が正確に把握されていな
い。2022年1月に発足した新政権は、抜本的な組織改編を始めとするインフラ整備・運輸交通
分野の行政能力の強化を進めており、インフラ・交通省（SIT）の組織強化や道路整備計画に
関して協力するもの。【目的】インフラ・交通省の組織編成や道路インベントリー等の基礎情
報が整理され、道路整備計画を立案できるための環境が整備される。 

 

【活動内容】 

①中長期的な道路整備計画を実現するための組織編成及び人員配置の提案、同提案達成に向け
たSIT職員の人材育成に関する活動。 

②既存の道路状態、道路政策、道路整備計画及び組織体制に関する情報の収集後の、道路イン
ベントリー整備のための活動。 

③道路政策及び道路整備計画に含まれるプロジェクトの企画立案、優先順位付け及び評価の実
施、中長期的な道路整備計画に必要な情報の整理を補助する活動。

留意事項 

【担当分野／評価対象者】 

①業務主任者／ 

【人月合計】 

約１１.４８人月（通訳含まず）
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プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00643000000 モロッコ国ブルーグロース型養殖開発プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月15日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年1月11日 2027年1月18日 企画競争

【背景】モロッコ国の経済を支える産業の一つである海面漁業は、大西洋と地中海という恵ま
れた漁場を持ち、アフリカ全体から見て最も高い水準の漁獲量約１．４６百万トン、漁獲高約
１１７億ディラハム（約１３５０億円）に成長し、漁業者や水産加工場従業員等として約２２
万人の雇用を生んでいる（２０１９年水産局報告書）。さらに、水産物輸出額はモロッコ全輸
出額の８％、農業部門輸出額の３６％を占めており（２０１９年水産局報告書）、水産業は同
国の重要な産業となっている。しかし、その水産業人口のうち９３％は小規模な沿岸・零細漁
業者であり、その大半が同国北部の地中海沿岸に集中している一方、同国の漁業生産の８７％
を占める小型浮魚類の資源は同国南部海域に偏在しており、漁獲量の８０％以上は南部の沿岸
漁業者によってなされている。他方、小型浮魚類は、海洋環境の変化で資源量が大きく自然変
動するため、漁業者の収入は極めて不安定である。モロッコの水産業は、このように生産基盤
が外部要因に大きく左右される脆弱性を抱えており、漁業者の生計や水産セクターの安定性・
持続性を確保する観点からこれら不確実性の高い水産資源への依存度の軽減が課題の１つと
なっている。そして、資源状態に応じて生産量を制限する資源管理を進める中で、計画的・安
定的な生産が可能で環境調和と地方開発を指向したブルーグロース型の海面養殖開発への関心
が高まっている。 

 

【目的】本事業は、無償資金協力によって建設された貝類養殖技術研究センターによって開発
される環境調和と地方開発を指向したブルーグロース型の養殖を、過去に技術協力によって強
化された海洋漁業技術学院における水産普及制度を活用して地方沿岸漁村を対象としたブルー
グロース型の貝類・藻類の小規模養殖実施を促進することを目的とする。

【業務内容】（１）現地の環境に適した二枚貝と海藻に関する
小規模養殖技術の開発（市場・流通調査、種苗生産試験、養
成・育成試験等）と養殖モデルの検討、技術マニュアルの作
成、（２）養殖普及のための研修能力の強化（研修モジュール
作成、教材・機材の整備、講師研修および沿岸コミュニティ向
け研修の実施等）、（３）沿岸コミュニティにおける二枚貝・
海藻の養殖生産とそれを活用した経済活動の展開（養殖生産物
の出荷前処理・流通体制の整備、貝類出荷施設の整備、養殖を
活用した新たな経済活動の実施支援等）
【担当分野／評価対象者】
　業務主任者／貝類養殖（種苗・餌料生産）
【想定人月合計】約２８人月
【その他留意事項】
・２０２３年６月にＲＤ署名済み。
・本業務における契約には「事業実施・支援業務用」契約約款
を適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、す
なわち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを
想定（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。
・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
・公示予定日を10月11日から11月1日に変更しました（9/20）
・公示予定日を11月1日から11月15日に変更しました（10/11）
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）
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プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00686000000 トーゴ国アフリカ地域道路維持管理能力強化アドバイザー業務

公示日（予定） 2023年11月15日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力個別案件

履行期間（予定） 2024年1月11日 2025年2月28日 企画競争

【背景・目的】当該国の公共事業省（以下MTP）は人員不足と資金不足により地方整備局（以
下DRTP）が日常的に巡回しているデータをリアルタイムに更新できていない。その結果、劣
化が進行し大きな損傷となったのちの事後保全がメインとなっている。当国経済の根幹を支え
る道路インフラを常に良好な状態に保つため、本事業では、MTPだけではなくDRTPにも予防
保全の考え方を導入し、予防保全マニュアルに基づいて、道路および橋梁を含むコンクリート
構造物の点検および補修ができるように技術移転をはかる。また、MTPに対して維持管理計画
の策定が正しく実施できるよう技術支援を行うものである。 

【対象地域】MTP傘下、DRTPが管理する道路および橋梁を含むコンクリート構造物（専門家
の活動は治安上の理由からマリタイム州、アタクパメ州、セントラル州に限定） 

【実施機関】MTPおよびその傘下の各担当部局 

【活動内容】（１）ワークプラン案の作成及び確定（２）プロジェクト進捗報告書の作成
（３）プロジェクト事業完了報告書の作成（４）既存マニュアルの精査（点検）（５）予防保
全マニュアル（点検編）の作成（６）パイロットサイトの選定（点検）（７）パイロットプロ
ジェクトの実施（点検）（８）セミナーの開催（９）既存マニュアルの精査（補修）（１０）
予防保全マニュアル（補修編）の作成（１１）パイロットサイトの選定（補修）（１２）パイ
ロットプロジェクトの実施（補修）（１３）既存の維持管理計画策定プロセスの確認（１４）
既存の維持管理計画のレビュー及び的確な優先順位の付け方の検討（１５）維持管理計画の策
定

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】 

1) 業務主任者／ 

26.10人月 

【その他留意事項】 

本業務ではLogiRoad社のR2Lを使って道路アセット維持管理の
技術移転を行う想定です。 

本件契約には、業務実施・支援業務用の契約約款が適用されま
す。 

契約予定時期の後ろ倒しや調査内容の変更の可能性がありま
す。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    
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調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00630000000 南スーダン国適切な関税徴収のための税関職員能力向上プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月15日
ガバナンス・平和構築部ガバナンス
グループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月1日 2027年2月26日 企画競争

【背景】 

南スーダンでは、近年、非石油収入は増加傾向にあるものの、東アフリカ共同体（EAC）等の
地域・国際的な枠組への参加遅延等により、未だ不適正且つ非効率な税関業務が行われてお
り、域内連携や貿易円滑化の障壁となっている。 

2022年に制定された南スーダン歳入庁(NRA)による第一次5カ年戦略計画では、「税収の対
GDP比6％を達成するために、非石油収入の徴収を実行できる近代的な税務行政体制になる」
ことをビジョンに掲げている。本案件の関連する東アフリカ共同体対外共通関税（EAC-

CET）、東アフリカ共同体原産地規則（EAC-ROO）やWTO関税評価協定等の国際基準の批准
によって、南スーダン国内の関税収入は一時的に下がる可能性があるが、国際基準の国内適用
により貿易が促進され、南スーダン経済全体の発展が底上げされることで、関税以外も含めた
歳入が増加することが見込まれる。 

 

【目的】 

本事業は、南スーダンにおいて、EAC原産地規則（EAC-ROO）に準じた原産地規則の実施、
関税評価に係る能力強化、税関職員能力開発の為の研修体制整備、EAC諸国との地域連結性強
化支援を行うことにより、歳入庁の能力強化を持続的に図り、もってEAC対外共通関税（EAC-

CET）を含めた地域・国際的枠組みの運用に向けた体制整備に寄与することを目的とする。 

 

【活動内容】 

・南スーダン歳入庁税関職員の原産地規則に係る能力強化 

・南スーダン歳入庁税関職員の関税評価に係る能力強化 

・南スーダン歳入庁税関に対する研修体制の改善 

・EAC加盟国を含む近隣諸国との税関行政機関との連結性強化

【人月合計】 

約56人月 

 

【その他留意事項】 

・R／D署名済み。 

 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

・公示について、後ろ倒しの可能性があります。 

 

・本件業務では、南スーダンにおいてジュバ市での業務が過半
を占めるため、「紛争影響国・地域における報酬単価」を適用
する予定です。 

 

・南スーダンについては安全対策上、JICAが指定する宿泊施設
以外への宿泊は認められません。このため、宿泊料については
格付の号を問わず、一律5800円／泊の定額で見積もっていただ
く予定です。
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注１）
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調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00710000000
全世界病原体ゲノムサーベイランスのための感染症対策拠点ネットワーク強化にかかる情報
収集・確認調査（QCBS-ランプサム型）

公示日（予定） 2023年11月15日 人間開発部保健第一グループ
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年2月1日 2025年2月28日 企画競争

【背景】
新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応として、病原体ゲノム解析を含む検査体制
強化に向けた地域的な取組みが加速化し、各国における病原体ゲノムサーベイランスの実施を
支援する体制の強化が進められている。特に、病原体ゲノム解析を各国の感染症サーベイラン
ス体制に統合し継続的に実施する体制や、解析したデータの精度管理、迅速な共有及び利活用
の促進が必要とされている。
【目的】
本調査は、東南アジア及びアフリカ地域の健康危機対応強化にかかるJICAの広域協力方針及び
具体的な支援案策定に資する情報収集・分析を行うことを目的とし、対象国における感染症対
策拠点の病原体ゲノムサーベイランスの実施能力、地域内のサーベイランスネットワーク体
制、他援助機関の協力動向にかかる情報収集・分析、課題の抽出を実施する。さらに、課題解
決への有効性が見込まれる支援活動については、本調査においてパイロット活動として試行的
に実施し、効果の検証を行う。
【活動内容】
１）検体収集（下水疫学調査含む）に関する情報の収集・分析
２）病原体ゲノム解析に関する情報の収集・分析
３）病原体ゲノム情報共有・利活用に関する情報の収集・分析
４）他援助機関の支援動向に関する情報の収集・分析
５）パイロット活動の試行的実施及び広域協力案の策定
【想定対象国】
ベトナム、タイ、インドネシア、ガーナ、ナイジェリア

【人月合計】 

12.30人月 

 

【その他留意事項】 

プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
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留

意

事

項

履行期間（予定） 2024年1月18日 2027年2月16日 企画競争

【背景・目的】 
南アフリカにおける安全な水へのアクセス率は近隣のサブサハラアフリカ諸国と比較すると高
いものの、一人当たりの利用可能な水資源量は少なく、かつ高い漏水率が同国における貴重な
水資源活用における課題となっている。あわせて、貧困層支援や自治体の会計制度（水道事業
の会計が他の公共事業から独立していない）等、同国特有の社会的・制度的背景が存在し、課
題を複雑化させている。 
 
同国では無収水対策を水セクターにおける優先課題の一つとして位置付けており、JICAも2017

年から無収水改善のための協力を継続的に実施し、水道関係者のキャパシティ向上に寄与して
きた。 
 
本事業では、同国内で現在実施されている全国無収水研修をより現場の課題解決に即した実践
的な内容に改善し、研修実施機関の一層の運営能力向上を図ると共に、同国の自治体が長期的
かつ持続的に水道事業を運営するために必要な知識や技能について、関係者における認識や理
解を促進することを目的とする。 
 
【業務内容】 
成果1：全国無収水研修がより同国の課題解決に向けた実践的な内容に改善される。 
成果2：全国無収水研修に係る関係者の研修計画及び実施能力が強化する。 
成果3：効率的な水道経営改善への取り組みが、水衛生省（DWS)と自治体の技術及び財務部門
に理解される。

【従事者と業務人月（想定）】 
合計25.49人月 
業務主任者／業務は応募者任意設定（評価対象） 
 
 
【その他留意事項】 
・RD署名は2023年11月を予定しています。 
・本業務では本邦研修の実施を予定しています。

23a00464000000 南アフリカ共和国無収水管理能力向上プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月15日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト
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23a00717000000 インドネシア国都市廃棄物の適正管理に向けた能力向上プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日
地球環境部環境管理・気候変動対策
グループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年3月20日 2028年3月17日 企画競争

【背景】
インドネシアでは、人口の増加や経済成長に伴い廃棄物発生量が大幅に増加している一方、都
市廃棄物収集サービスへのアクセス率は依然として低い状況が続いている。
また、本事業対象地域では、インドネシアで初のPPP（Public Private Partnership）による廃棄
物処理事業として、西ジャワ州の6つの市・県から収集する日量約2000トンの廃棄物を処理す
るレゴックナンカ（Legok Nangka）廃棄物処理事業が計画されている。
安定した量と質の廃棄物が処理施設に搬入されるためには、対象6市・県による廃棄物収集・
運搬が廃棄物管理計画のもと実施されている必要があり、廃棄物の広域処理を所轄する西ジャ
ワ州政府には、6市・県における廃棄物管理を適切に監督する能力の強化が求められる。ま
た、環境林業省には市・県への支援を行うための能力の強化が求められている。
【目的】
プロジェクト対象州及び地方自治体において、定量分析に基づく廃棄物管理計画立案・実施・
モニタリング・評価能力強化等を行うことにより、新しい廃棄物管理サイクルの確立を図り、
廃棄物管理サービスの改善に寄与するもの。
【活動内容】
・財政計画を伴う廃棄物管理計画を立案する能力強化
・大規模な廃棄物処理施設の設計・建設・運営・維持管理にかかる契約監理を含めた廃棄物管
理活動の能力強化
・廃棄物管理活動のモニタリング及び業績評価システムに関する能力強化
・中央政府から地方政府に対する財政面を含めた安定した支援制度案もしくは改善案の作成
・レゴックナンカ処理事業を含む西ジャワ州の廃棄物管理サイクル構築の知識・経験の関係者
間での共有

【人月合計】  

約72人月 

 

【その他留意事項】 

・RDは2023年8月に署名済。 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
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23a00379000000
フィリピン国メトロダバオ圏包括的・持続的都市開発マスタープラン策定プロジェクト
（QCBS）

公示日（予定） 2023年11月22日 社会基盤部都市・地域開発グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】開発計画調査型技術協力
（技術協力プロジェクト）

履行期間（予定） 2024年1月12日 2026年1月9日 企画競争

【業務の背景】 

メトロダバオ圏はフィリピン第三の大都市圏でありその中心であるダバオ市に牽引され、2045

年までに人口が580万人に増加し、急速に都市化することが予想されている。 

フィリピン国家経済開発庁（NEDA）及びダバオ市は、2016年から2018年にかけて、JICA技術
協力「ダバオ市インフラ開発計画策定・管理能力向上プロジェクト」（IM4Davao）を通じ
て、関係機関の能力向上とともに、2045年を目標期間として、都市インフラ開発計画と優先開
発事業リストを策定した。現在、同リスト上の短期プロジェクトに位置付けられた事業が進行
中である。フィリピン政府は、メトロダバオ圏の土地需要の増加と都市問題の悪化を念頭に、
今後の望ましい開発を見据え、長期的な地域開発計画の策定と同計画に基づくインフラ整備を
行うためダバオ市長を議長とする委員会を設立し、2045年を目標とする「メトロダバオ圏包括
的・持続的都市開発マスタープラン」を策定する方針を2020年に、その実施母体としてメトロ
ダバオ開発庁（MDDA）を設立する法案を2022年に承認した。IM4Davaoの成果を高く評価す
るNEDAは、開発戦略をメトロダバオ圏に拡大したマスタープランの策定について、我が国に
技術協力を要請した。 

【業務の目的】 

メトロダバオ圏を対象とする包括的かつ持続可能な都市開発マスタープランを策定し、バラン
スの取れた都市開発、環境保全及び、経済活動の活性化および、地域内の円滑かつ効果的な広
域行政サービスの提供に寄与する。 

【活動内容】 

包括的かつ持続可能な都市開発マスタープランの策定 

短期、中期、および長期の投資プログラム／プロジェクトの策定 

優先プロジェクトリストの作成 

人材育成計画の作成 

カウンターパートへの技術および知識の移転

【対象地域】 

対象地域：Republic Act 11708 号で定義される MDDA が管轄す
るメトロダバオ圏の以下 15 自治体（人口334万人（2020年）、
面積6491km2） 

Davao，Tagumu，Digos，Panabo，Samal，Carmen，Sta．
Cruz，Mati，Mako，Hagonoy，Padada，Malalag，Sulop，
Malita，Sta．Maria 

【業務担当分野】 

チームリーダー／都市・地域計画／都市管理，　交通・都市交
通管理計画，　社会経済分析，　 

災害リスク管理／気候変動対策，　海洋資源管理，　アグリ
ツーリズム／都市緑化，　水資源管理・給水，　排水管理，
廃棄物管理，　戦略的環境社会アセスメント，　投資計画／財
務分析，　制度整備・実施メカニズム，　人材育成・データ活
用 

【人月合計（予定）】 

約52人月（現地　49人月、国内　3人月） 

【その他留意事項】 

・RD署名状況：2023年11月中旬にRD署名予定。 

・若手育成加点適用予定。 

・本プレ公示は変更の可能性があります。
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23a00702000000 バングラデシュ国チョットグラム上下水道公社経営改善プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月16日 2028年5月15日 企画競争

【背景】
　バングラデシュ最大の商工業都市であるチョットグラム市は、国内最大の港であるチョット
グラム港を有し、バングラデシュの貿易の主要都市である。チョットグラム市の水道は、
チョットグラム上下水道公社（Chattogram Water Supply and Sewerage Authority：CWASA）
によって運営されているが、長期的視点に立った施設整備計画や事業戦略が存在せず、給水施
設を運転・維持管理するための職員の技術力は低く、水道料金が非常に安価であることなどか
ら、自立的かつ持続的な事業運営には課題が多い。また、現在チョットグラム市全体で下水道
整備を進めており、今後数年の間に下水道事業を開始する計画である。下水道事業の円滑な立
ち上がりと持続的な運営には顧客の接続促進や確実な料金徴収を含むCWASAの経営能力向上
が重要である。
　上記の現状を踏まえ、バングラデシュ政府は「チョットグラム上下水道公社経営改善プロ
ジェクト」を我が国に要請した。
【目的】
本事業は、バングラデシュ国チョットグラム市において、CWASAの財務管理能力・計画策定
能力強化、施設の運転維持管理能力向上、無収水削減能力強化、顧客コミュニケーション向上
及び他水道公社との連携強化を行うことにより、CWASAの経営能力の向上を図り、もって
チョットグラム市の上下水道サービスにおける経営状況の改善に寄与するものである。
【活動内容】
成果１：CWASAの財務管理能力及び計画策定能力が強化される。
成果２：CWASA職員の浄水場の運転維持管理能力が向上する。
成果３：CWASA職員の効果的な無収水削減能力が強化される。
成果４：CWASAと顧客のコミュニケーションが促進される。
成果５：CWASAが活発にWASA連携を行う。

【業務従事者の専門分野】
本案件では水道事業体事業運営及び経営に係る専門性を求め
る。
【人月合計】77.5人月
【関連報告書公開情報】
「チョットグラム上下水道公社無収水削減推進プロジェクト」
事業完了報告書
「チョットグラム上下水道公社無収水削減推進プロジェクト」
終了時評価調査報告書
「チョットグラム上下水道公社組織改善・無収水削減推進プロ
ジェクト」業 務進捗報告書（その２）
事業事前評価表「カルナフリ上水道整備事業（フェーズ２）」
案件概要表「都市衛生改善アドバイザー」
「バングラデシュ国チョットグラム下水道整備事業準備調査」
ファイナルレポート（先行公開版）
【その他留意事項】
プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
契約履行期間を２期に分けて契約予定。
2023年11月RD署名予定。
バングラデシュ国内における宿泊については、安全管理対策上
の理由からJICAが宿泊先を指定することとしているため、宿泊
料について、4号、5号については13500円／泊として計上してく
ださい。また、滞在日数が30日又は60日を超える場合の逓減は
適用しません。
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あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00662000000 パプアニューギニア国資源収入管理能力向上プロジェクトフェーズ2

公示日（予定） 2023年11月22日
ガバナンス・平和構築部ガバナンス
グループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年3月1日 2027年2月26日 企画競争

【背景】 

　パプアニューギニア独立国（PNG）は、GDPの3割、全輸出量の9割を天然資源採取産業が占
めているが、かかる産業は多くの雇用を生み出すわけではなく、同産業から創出された便益を
国内に再配分し、国内経済全体に十分裨益させるためには政府の役割が重要である。そのため
同国は多国間協力枠組である採取産業透明性イニシアティブ（EITI）に加盟し、採取産業によ
る資金の流れの透明性を高めることを通じ、成長と貧困削減につながる責任ある資源開発を進
めている。 

　他方で、2022年に実施されたEITIによる定期検証では透明性が低く評価され、情報公開のシ
ステム化や信頼性の確保等への対応が求められていることから、PNG政府より資源関連収入の
透明化を通じて収入管理を改善し、説明責任の向上を目指す本事業が要請された。 

【目的】 

　PNG全土において、資源採取に係るデータ及び情報の精度向上及び情報提供プロセスのシス
テム化を行うことにより、公開される資源関連情報の増加及び信頼性向上を図り、もって同国
における資源関連情報の透明性向上に寄与するもの。 

【活動内容】 

　以下の2つの成果を達成するため、財務省（DOT）EITI事務局、石油エネルギー省
（DPE）、会計検査院（AGO）に対する技術支援を行う。 

１．資源関連情報が確かな信頼性とともに共有される仕組みが整備される。 

２．資源関連情報が公開される仕組みが整備される。

【業務主任者】 

　公共財政管理 

【人月合計】 

　全体26人月 

【関連報告書公開情報】 

　・パプアニューギニア国 資源収入管理能力向上プロジェクト
事業完了報告書 

【その他留意事項】 

　・2023年10月下旬にＲ／Ｄ署名予定。 

　・若手育成加点適用予定。 

　・パプアニューギニアは、安全対策上宿泊費を領収書による
実費精算としている。詳細は「コンサルタント等契約における
経理処理ガイドライン」別添資料３参照。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00729000000
サモア国太平洋の気候変動に対する強靭性向上のための革新的解決策の活用に関する能力向
上プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日
地球環境部環境管理・気候変動対策
グループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月16日 2027年3月17日 企画競争

【背景】
　大洋州での気候変動対策に係る域内拠点の整備・人材育成のため、大洋州地域環境計画事務
局（SPREP）と協力し、気候変動研修の拠点機能を構築するべく、我が国の無償資金協力によ
り太平洋気候変動センター（PCCC）が建設され、SPREP内の組織として2019年9月に開所し
た。これに合わせ、2019年7月～2023年1月まで、PCCCにおいて技術協力プロジェクト「気候
変動に対する強靭性向上のための大洋州人材能力向上プロジェクト」が実施され、大洋州地域
の気候変動分野に係る関係省庁・機関に対し、研修を通じた能力強化を行った。
　本事業は、上記技術協力プロジェクトの後継案件であり、先行案件の成果を継承するととも
に、PCCCの機能の明確化、公共・民間セクターを対象とした研修プログラムの強化、官民
パートナーシップを醸成するファシリテーション能力の強化、知識と情報を収集、普及、共有
する能力の強化を図るものである。
【目的】
　大洋州地域の革新的な気候変動解決策の開発と実施を促進するための PCCC のイノベーショ
ン機能が強化されることを目的とする。
【業務内容】
　カウンターパートとの協働により、以下の成果が達成されるように業務を行う。
  成果１．大洋州地域の革新的な気候変動解決策を促進するPCCCの機能が十分に認識される。
　成果２．大洋州地域の革新的な気候変動解決策を促進するための官民連携に焦点を当てた
PCCCの研修プログラムを強化し、実施する。
　成果３．「イノベーションのためのPCCCパートナーシップフレームワーク」を通じて、
PCCCが大洋州地域で官民連携を促進する能力が向上する。
　成果４．大洋州地域の革新的な気候変動解決策に関する知識・情報を収集、発信、共有する
ためにPCCCのナレッジブロ－カレッジ機能が強化される。

【業務人月】（想定） 

　38.00人月 

 

【その他留意事項】 

　・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

　・RDは2023年9月22日付で署名済みです。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00719000000 ニカラグア国海岸災害に強い地域作りのための事前防災投資促進プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日 地球環境部防災グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年3月1日 2027年2月26日 企画競争

【背景】ニカラグアでは太平洋・カリブ海沿岸において津波、ハリケーンの影響を含む波浪・
高潮、海岸侵食等海岸災害が多発しており、対策が喫緊の課題となっている。JICAは2015～
2020年に「中米広域防災能力向上プロジェクトフェーズ2」、2016～2019年に「中米津波警戒
センター能力強化プロジェクト」を実施し、コミュニティ防災や津波観測、解析の能力強化を
行った。海岸災害リスク削減のためには、国家災害管理・防災機構(SINAPRED)の主導のもと
国、自治体における事前防災投資促進に向けた取組の強化が求められる。過去の協力で作成さ
れた津波防災マップ、津波浸水予測情報等災害情報を活用しながら、海岸保全基本戦略、海岸
保全基本計画、海岸災害対策施設計画を策定し、地方防災計画でも海岸災害対策を扱い、事前
防災投資事業実施の体制を構築する必要がある。 

【目的】 本プロジェクトはニカラグアにおいて、海岸保全基本戦略が関係機関より提案され、
具体化され、事業化の準備が行われるとともに、自治体による海岸災害対策を推進するシステ
ムが構築されることにより、海岸災害対策を推進するための枠組みの構築を図り、もって海岸
災害対策推進に寄与するもの。 

【活動内容】 成果1:海岸保全基本戦略が関係機関より提案される。成果2:海岸保全基本戦略の
考えが太平洋・カリブ海沿岸の特性に対応し、具体化される。成果3:海岸の特性に応じた対策
が理解され、関係機関により事業化の準備が行われる。成果4:自治体による海岸災害対策を推
進するシステムが構築される  

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】 業務主任者／海岸保全(評価対象)、ハザード分
析(津波、高潮、高波)、海岸メカニズム／海岸侵食(評価対象)、リスク分析／評価、海岸災害緩
和策、海岸構造物計画／設計、地方防災計画／ガイドライン、沿岸地域開発、環境社会配慮、
組織化／全国普及

【人月合計】約58人月 

【現地活動期間】2024年3月下旬～2027年2月下旬(予定) 

【期分け】 

本案件は1期、2期の期分け契約を想定。 

【国際約束締結状況】 

R／D署名は2023年10月下旬に予定。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00279000000 パナマ国首都圏公共交通指向型開発計画実施プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日 社会基盤部都市・地域開発グループ
業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月16日 2028年2月15日 企画競争

【背景と目的】パナマ首都圏西部地域では急速な人口増加及び都市域の拡大が起きており、公
共交通機関および関係組織間での効率的な連携強化による公共交通指向型開発（TOD）の促進
が、交通渋滞の緩和及び自家用車利用増加に伴う環境問題の悪化を防ぐための喫緊の課題と
なっている。本プロジェクトは、TOD計画策定能力の向上やTOD計画にかかる法的位置づけの
明確化、および関係機関の調整メカニズムを形成を行い、パナマメトロ3号線沿線における
TOD事業の実施促進を支援するものである。 

 

【活動内容】以下の成果に向けた活動を通じて、先方実施機関への技術移転を行う。先方実施
機関は、住宅都市整備省、パナマメトロ公社の2機関である。 

成果１：モデル駅のパイロットスタディを通じ、TOD計画策定能力が向上する。 

成果２：TOD計画の法的位置づけや計画の策定、承認に向けて必要なプロセスや提出物が明確
になる。 

成果３：TOD実施促進を目的とした関係機関の調整メカニズムが形成される。

【業務担当分野一覧／そのうちの評価対象者】 

公共交通指向型開発／業務主任（評価対象者） 

都市計画制度（評価対象者） 

土地利用計画・地区計画 

交通需要分析 

公共交通計画 

インフラストラクチャー計画 

都市・不動産開発（評価対象者） 

環境社会配慮、研修企画・教材開発 

 

【人月合計】 

約46人月（国内　4．5人月、現地　41．5人月） 

 

【関連報告書公開情報】 

「パナマ首都圏都市交通３号線事業 公共交通指向型開発にかか
る情報収集・確認調査」ファイナルレポート（2022年2月） 

 

【その他留意事項】 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

・R／D署名状況：2023年10月下旬にR／D署名予定。 

・若手育成加点の適用予定 

・公示日を9月13日から11月22日へ変更しました。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00709000000
モロッコ国保健医療サービス提供体制に係る情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価
落札方式））

公示日（予定） 2023年11月22日 中東・欧州部中東第一課
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年1月25日 2025年1月23日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景・目的】 

本調査はモロッコにおける保健医療サービス提供体制の現状と課題を抽出し、保健医療サービ
ス提供体制の強化に資する技術協力や保健施設・機材整備に係る資金協力等、今後の協力方向
性の検討に必要な基礎的な情報収集・確認することを目的とする。 

 

【業務内容】 

本調査の従事者は、以下の内容を調査し、調査報告書にまとめる。 

（１）モロッコにおける保健医療セクター上位計画や現状の概要と本事業の位置付け 

（２）モロッコのプライマリーヘルスケアレベルの概況と課題(保健施設・機材、保健サービス
提供、病院運営・管理、プライマリーヘルスケア施設の財政状況、地方分権化やDX等） 

（３）健康保険への加入の進捗 

（４）モロッコにおける他援助機関の保健セクター（特にプライマリーヘルスケア）での協力
状況と課題 

（５）モロッコの保健医療サービス提供体制強化への協力内容の検討 

１）プライマリーヘルスケア施設を対象としたセクターローンの検討（必要性、サブプロジェ
クト選定基準、想定される実施スケジュール、実施体制等） 

２）医療機材に関する情報の収集・確認 

３）技術協力等の候補案件の検討 

４）被災地の保健施設における被害状況確認 

５）ステークホルダー分析

【人月合計】 

全体4.0人月 

 

【その他留意事項】 

プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00742000000
マダガスカル国灌漑セクター情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価落札方式）-ラ
ンプサム型）

公示日（予定） 2023年11月22日 アフリカ部アフリカ第三課
業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年1月25日 2024年11月15日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景・目的】 

JICAはマダガスカル国において農業分野の開発は優先度の高く、これまで数々の協力を実施し
てきたが、依然として当国における食糧安全保障のための農業分野（特に、灌漑分野）での
ニーズは高い。本調査では、灌漑整備事業（有償資金協力）形成を念頭に、当国マジュンガ
（Majunga）州ブエニ（Boeny）県マルブアイ（Marovoay）地区における灌漑適地と課題につ
いて情報収集を行い、対象地域における新規灌漑施設および既存施設の改修等（流域保全およ
び河川改修事業の検討を含む）を確認し、当該灌漑地区における円借款事業候補の案件実施計
画書案を作成する。 

【活動内容】  

（１）農業分野の開発計画・実施に係る最新の情報収集・整理と現状分析 

（２）マルブアイ地区（同地区の上流／接続する河川）における情報収集 

（３）マルブアイ地区における灌漑整備の事業計画の作成 

上記内容につき、既存資料の活用および現地調査を通じて情報収集し、ファイナルレポートに
まとめ、JICAへ提出する。

【人月合計】9.10人月 

【その他留意事項】 

安全管理に係る制約：首都アンタナナリボからマルブアイまで
陸路移動禁止。空路移動の後、県内の移動はレンタカー等の陸
路にて移動ください。 

また、都市間移動も7時～17時に限定しています。
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00601000000 パキスタン国シンド州小規模農家生計向上プロジェクト

公示日（予定） 2023年11月22日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月16日 2027年7月30日 企画競争

【背景】パキスタン・イスラム共和国シンド州は農業が盛んであり、国内GDPの11％は同州の
農業が貢献しているが、農家や関係者の技術・経営能力不足による生産性や品質の低さや、農
業インフラや市場アクセスの不足といった恒常的な課題に直面している。同州政府は、園芸作
物の生産及び流通の改善を通じて市場志向型農業の普及を目指すため、JICA課題別研修に農業
普及部職員3人を派遣し、SHEP（Smallholder Horticulture Empowerment ＆ Promotion）アプ
ローチにつき研修を受け、更にSHEPアプローチを同局の取組みとして拡大・強化するため、
我が国に本事業を要請した。 
 
【目的】本事業は、パキスタンのシンド州において、同州の状況に合致したSHEPアプローチ
が開発され、同アプローチを用いた農業普及活動が小規模農家を対象に実施されることによ
り、対象農家の所得向上を図り、もって、シンド州政府による市場志向型農業の推進に寄与す
ることを目的とする。 
 
【活動内容】 
1. シンド州の主要な園芸適地における洪水被害及び復旧・復興状況及び営農実態を勘案した活
動計画が立案される。 
2. シンド州農業・供給・価格局において、SHEPアプローチに基づいた農業普及活動を実施す
る職員が育成され、職員の普及能力が強化される。 
3. シンド州の状況に合致したSHEPアプローチが開発される。 
4. 対象県において、小規模農家がSHEP活動に参加する。 
5. SHEPアプローチの制度化が提案される。

【人月合計】 
68.2人月    

  

【関連報告書公開情報】 
JICA図書館にて公開中 
・パキスタン・イスラム共和国 シンド州農業セクターに係る情
報収集・確認調査ファイナル・レポート 
 
【その他留意事項】  

RD署名：2023年10月署名予定。  

技プロの契約期間区分：第1期：2024年2月～2025年10月／第2

期：2025年11月～2027年7月
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00561000000 エチオピア国小規模灌漑開発アドバイザー業務

公示日（予定） 2023年11月29日
経済開発部農業・農村開発第二グ
ループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力個別案件

履行期間（予定） 2024年2月1日 2026年2月27日 企画競争

【背景】 

エチオピア連邦民主共和国に於いて、農業は労働人口の67％、GDPの37.6％を占める基幹産業
であるが、エチオピアにおける農家の95％は、平均耕作面積1ha以下の小規模農家であり、そ
の多くは天水に依存した生産を行っている。こうした中で、2018年時点のエチオピアに於ける
小規模灌漑整備面積は、開発可能面積とされる約10百万haのうち、2.8百万ha（28％）に留
まっている。灌漑の整備及び維持管理に関する戦略及びガイドラインは策定されているが、そ
の実施のための能力強化が必要とされている。 

 

【目的】 

エチオピア連邦政府および州政府の小規模灌漑の維持管理に関する計画策定、設計・施工監理
 

、水利組合組織化の能力の向上。 

 

【活動内容】 

以下の3つの成果発現のための活動を実施する。 

1. 連邦農業省小規模灌漑開発局において、エチオピア全国の小規模灌漑の現状が把握され、優
先順位を踏まえた上で、施設改修及び予算の計画が策定される。 

2. 灌漑施設改修パイロットサイトでの現場研修を通じて、連邦農業省小規模灌漑開発局職員及
び州政府灌漑担当職員の小規模灌漑施設の改修のための設計、施工監理能力が強化される。 

3. 水利組合パイロットサイトでの現場研修を通じて、州農業局の郡配属職員による小規模灌漑
施設利用者の水利組合の組織化、灌漑施設の維持管理実施促進能力が強化される。

【業務担当分野一覧／そのうちの評価対象者】 

・業務主任者／設計施工監理（評価対象） 

・水管理／組織運営（評価対象） 

 

【人月合計】 

約16人月（現地14人月、国内2人月） 

 

【その他留意事項】 

・プレ公示の内容は変更の可能性があります。

26



注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00711000000
ASEAN共同体サイバーセキュリティとデジタルトラストサービスに関する日ASEAN能力向
上プログラム強化プロジェクト（2024年度～2026年度定期研修）

公示日（予定） 2023年11月29日
ガバナンス・平和構築部ＳＴＩ・Ｄ
Ｘ室

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年3月1日 2027年2月26日 企画競争

【背景】
デジタル化の進展に伴い、サイバーセキュリティのリスクが甚大化する中、ASEAN地域におい
てもサイバーセキュリティの確保は課題となっているが、とりわけ専門人材の育成が急務と
なっている。JICAはグローバルアジェンダ「デジタル化の推進」下に、クラスター事業戦略
「サイバーセキュリティ（CS）」を策定して当該分野への協力を実施している。本件は、２０
２３年３月より開始した「サイバーセキュリティとデジタルトラストサービスに関する日
ASEAN能力向上プログラム強化プロジェクト」の実施機関である日ASEANサイバーセキュリ
ティ能力構築センター（AJCCBC））タイ・バンコク）において、ASEAN地域のサイバーセ
キュリティ人材育成活動の一環としてAJCCBCが開催する年６回の定例トレーニングの内、４
回のトレーニング実施・管理を担う企業の調達を行うもの。
【目的】
本業務は、日ASEANサイバーセキュリティ能力構築センター（ASEAN-Japan Cybersecurity

Capacity Building Centre:AJCCBC）にて定例トレーニングを開催することで、ASEAN地域に
おけるサイバーセキュリティ専門人材の育成に寄与するもの。
【活動内容】
研修は１回５日間で、サイバー防御演習（２．５日間）と以下２～４の研修の内1つ(２．５日
間）を組み合わせて実施する。
１.サイバー防御演習（CYDER（Cyber Defense Exercise with Recurrence））
２.マルウェア解析
３.デジタル鑑識
４.講師育成研修（マルウェア解析、デジタル鑑識）

【人月合計】 

・２４．９６人月 

 

【関連報告書公開情報】 

・事業事前評価表 

 

【その他留意事項】 

・R／D署名状況：２０２３年２月１７日署名済 

・本業務については「厳格な情報管理」を要すると判断してい
るので、競争参加者の厳格な情報管理体制等」について、事前
の競争参加資格確認を実施する予定です。 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。 

・本研修においては、国立研究開発法人情報通信研究機構が開
発し、総務省に非独占的利用権が許諾されたサイバー防御演習
（CYDER）、総務省が開発したマルウェア解析、デジタル鑑識
に関するトレーニング用の学習教材および講師マニュアルに準
拠した研修を実施するため、契約締結後、別途、総務省と研修
実施に必要な覚書等に署名する必要があります。
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注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00251000000
マレーシア国強化された透明性枠組み下での国連気候変動枠組条約（UNFCCC）国家報告書
作成のための能力強化プロジェクト

公示日（予定） 2023年12月6日
地球環境部環境管理・気候変動対策
グループ

業務実施契約－【事業実施・支援
業務】技術協力プロジェクト

履行期間（予定） 2024年2月8日 2027年3月15日 企画競争

【背景】
マレーシア天然資源環境気候変動省は、UNFCCCの国家フォーカルポイントであり、NDCおよ
びGHGインベントリの取りまとめを所掌している。また、国が決定する貢献（NDC）の実施に
おいては同省が所掌する廃棄物分野の実施、GHGインベントリも廃棄物分野のデータ収集・算
定を担当している。マレーシアは、2000年、2011年、2018年に国別報告書、2016年、2018

年、2020年に隔年更新報告書（BUR）をUNFCCC事務局へ提出しており、パリ協定のもとの
透明性枠組みの報告要件への対応の準備として、同省は気候変動部門の機能を強化するため
GHGインベントリの担当ユニットを国家GHGセンターに改編し、GHGインベントリに係る
データ収集、品質管理・保証、データ管理・分析等のプロセスの改善を目指している。マレー
シアがパリ協定下の透明性枠組みの報告義務に対応するためには、透明性枠組み下での隔年透
明性報告書の作成能力強化、GHGインベントリの定期的な算定を行うための国内体制の整備や
制度的・法的取り決めの整備、Fガスの算定能力強化が必要である。
【目的】
本事業は、マレーシアにおいて、隔年透明性報告書の作成能力強化、GHGインベントリの定期
的な算定を行うための国内体制・取り決めの整備、フロン類の算定能力強化を行うことによ
り、環境水省における透明性枠組みに対応するためのマレーシアの国家ナショナルフォーカル
ポイントとしての技術的・組織的能力の強化を図り、もって気候変動に係る取り組みの促進に
寄与するもの。
【業務内容】
・隔年透明性報告書作成を含む透明性枠組みへの対応能力の強化
・フッ素系温室効果ガス（Fガス）排出の算定の改善

【担当分野／評価対象者】 

・業務主任者／GHGインベントリ／透明性（評価対象） 

・Fガス算定（評価対象） 

・Fガス算定／連携強化 

 

【業務人月（想定】 

約20人月（現地：14人月、国内：6人月） 

 

【その他】 

・2023年11月にR／D署名予定。 

・調達管理番号が以下のとおり変更になりました。 

　　変更前：22a00911 

　　変更後：23a00251
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５）

注６）

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

プレ公示に関するお問合せは、以下のリンク先をご覧ください(https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/answer_202108.html)

これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（2023年10月25日）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

価格開封会及び入札会は「電子入札システム」を通じて行います。（JICAウェブサイト電子入札ポータルサイト：https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html）

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

23a00722000000
カンボジア国南部経済回廊に係る情報収集・確認調査 【有償勘定技術支援】(QCBS -ランプ
サム型）

公示日（予定） 2023年12月6日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
二課

業務実施契約－【調査業務】基礎
情報収集・確認調査

履行期間（予定） 2024年3月4日 2024年10月31日 企画競争

【背景】
南部経済回廊の中心に位置するカンボジアでは近年交通渋滞や交通安全の問題が深刻化し、連
結性の妨げになっている。カンボジア政府が承認した包括的インターモーダル運輸物流マス
タープランでは、経済回廊をなす国道の整備や都市部の道路・橋梁整備を優先事業として掲げ
ている。JICAは南部経済回廊の連結性向上のため、国道改修事業を支援してきたが、同回廊の
交通量増加に伴い、さらなる道路・橋梁整備のニーズが高まっている。
本調査は、南部経済回廊の連結性向上に資する道路・橋梁分野における有償資金協力の案件形
成を念頭に、特に交通量の大きいプノンペン都中心部及び周辺国道における現状・課題を把握
し、戦略的な支援方針の策定と案件形成に必要な情報を収集・分析する。
【目的】
本調査は、対象地域における交通量や開発ポテンシャルを踏まえ、①南部経済回廊上の道路改
修ニーズ、および②プノンペン市内の交通円滑化に資するメコン川橋梁の建設ニーズの把握、
関連情報の収集を目的とする
【活動内容】
対象地域における以下の情報収集を実施。
・道路・橋梁インフラ開発関連計画のレビュー
・交通量・周辺開発状況調査
・道路周辺の社会インフラ開発状況
・他ドナーや民間事業の動向確認
・支援候補案件の特定・整理
・優先順位の高い候補案件について円借款案件形成時の留意点を整理

【業務担当一覧】 

・業務主任／道路・橋梁計画（評価対象） 

・都市計画・土地利用計画 

・環境社会配慮 

・道路設計・積算 

・橋梁設計・積算 

・交通調査・交通分析 

 

【人月合計】 

21人月 

 

【公開資料】 

「国道1号線及びベトナム国境付近における道路整備・関連施設
整備等に係る情報収集・確認調査」 

「国道1号線及びベトナム国境付近における道路整備・関連施設
整備等に係る情報収集・確認調査」 

 

【その他留意事項】 

詳細業務内容については現地関係機関と協議中の部分があるた
め、プレ公示内容は若干の変更可能性があります。
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